
社会資本のメンテナンスに関する取り組み

国土交通省 近畿地方整備局 企画部
技術調整管理官 和佐 喜平

平成２８年６月１日

１．熊本地震
２．平成28年度近畿地方整備局の予算
３．品質の確保に向けた法改正
４．社会資本のメンテナンスに関する取り組み
５．ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの推進

１．熊本地震
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平成２８年熊本地震の概要

○平成28年4月14日、21時26分熊本県熊本地方で地震（最大震度７）が発生
○4月16日の1時25分にも、熊本県益城町、西原村で最大震度７を観測する地震が発生

震度７：2回、震度６強：2回、震度６弱：3回、震度5強：4回、震度５弱：7回、震度４：86回

平成28年4月14日
21時26分
熊本地震震度分布図

平成28年4月16日
1時25分

熊本地震震度分布図

気象庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより

主な地震の地震発生回数比較（マグニチュード3.5以上）

5月8日13時30分現在 気象庁発表資料 2

国土交通省
近畿地方整備局

平成28年熊本地震 233回

平成16年
中越地震

平成20年
岩手・宮城
内陸地震

平成7年兵庫
県南部地震
平成17年福
岡県西方沖
地震
平成12年鳥
取県西部新
地震

平成9年鹿児
島県地震

平成２８年熊本地震 一般被害

○一般被害 死者49名 重傷者360名 住宅全壊2,848棟 半壊5,333棟
○避難者 【熊本県】235箇所 10,434名 【大分県】１箇所 3名 （5月15日現在）
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都道府県名 死亡 重傷 軽傷

福岡県 0 1 17

佐賀県 0 4 9

熊本県 49 348 1,258

大分県 0 4 22

宮崎県 0 3 5

合計 49 360 1,311

※このほか、震災後における災害による負傷の悪化又は身体的
負担による疾病により死亡したと思われる死者数19人（熊本県）

※このほか、程度分類未確定な負傷者が58人（熊本県）

消防庁5月16日資料

都道府県名

住宅被害 非住家被害

火災
全壊 半壊 一部破損 公共建物 その他

棟 棟 棟 棟 棟 件

山口県 3

福岡県 1 230 1

長崎県 1

熊本県 2,847 5,324 32,408 247 515 16

大分県 1 6 1,064 1

宮崎県 2 20

合 計 2,848 5,333 33,726 247 517 16

消防庁5月16日資料 ※上記住家被害のほか、被害分類未確定な住家被害が44,238棟



平成２８年熊本地震による被災状況【河川】

4月27日九州地整河川部報告資料
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平成２８年熊本地震による被災状況【道路】

5月1日12:00時点 九州地整道路部報告資料
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平成２８年熊本地震による被災状況【道路】

4月29日12:00時点 九州地整道路部報告資料
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平成２８年熊本地震による被災状況【土砂災害】

4月27日時点 水管理・国土保全局 砂防部 報告資料
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TEC-FORCE派遣のべ人数（人日）

○国土交通大臣の指示の下、震災発生直後より各地方整備局からTEC-FORCE隊員を現地に派遣

○余震が続くなかでの速やかな被災状況の調査、物資輸送を可能にするための道路復旧、照明車等に

よる復旧工事支援等を展開

572人日

456人日

583人日

635人日

753人日

541人日

702人日

2,682人日

457人日

TEC-FORCEの活動状況（全国）

その他の派遣（のべ人数）
国土地理院 127人日
国土交通省本省 13人日
リエゾン 1,617人日

国土技術政策総合研究所、土木研究
所、建築研究所からも高度技術指導を
行う専門家を派遣

※H28 5/16本省発表資料

全国からTEC-FORCEを派遣

国土交通省防災ヘリコプター
・九州 はるかぜ号 四国 愛らんど号 ・北陸 ほくりく号

各地方整備局のTEC-FORC派遣
のべ人数

8138人日

国土交通省
近畿地方整備局

○北海道から沖縄まで、全国からTEC-FORCEが集結し各所で活動
○河川・砂防・道路など、様々な分野において、被災状況調査等の技術的支援を実施

TEC-FORCEの活動状況（全国）

5月2日時点 九州地整 報告資料
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TEC-FORCEの活動状況（近畿）

○近畿地方整備局から16班、129名、のべ797人日TEC-FORCE隊員を派遣
○発災からおよそ4時間後に第1陣が出発（発災21時26分→出発1時30分） 5/13現在の速報値

番号 班　名
派遣隊

員数
出発日 帰還日 日数

のべ人数

（人・日）

1 先遣班　連絡調整班 15 4/15 5/9 25 日間 94

2 被災状況調査班（道路） 16 4/15 5/9 25 日間 100

3 被災状況調査班（道路） 16 4/16 5/9 24 日間 94

4 被災状況調査班（道路） 12 4/16 5/4 19 日間 76

5 被災状況調査班（港湾） 5 4/16 4/23 8 日間 35

6 現地広報班 8 4/16 5/9 24 日間 48

7 応急復旧班（照明車） 4 4/17 5/3 17 日間 22

8 応急復旧班（照明車） 7 4/18 5/3 16 日間 40

9 被災状況調査班（砂防） 12 4/18 5/6 19 日間 76

10 被災状況調査班（砂防） 12 4/18 5/6 19 日間 76

11 情報通信班（衛星通信車） 3 4/18 5/3 16 日間 16

12 情報通信班（衛星通信車） 3 4/19 5/6 18 日間 18

13 その他（救援物資輸送） 2 4/19 4/21 3 日間 6

14 被災状況調査班（河川） 4 4/21 4/28 8 日間 32

15 リエゾン（菊池市） 6 4/22 5/13 22 日間 44

16 被災状況調査班（建築） 4 4/22 4/26 5 日間 20

合計 129 797

近畿TEC-FORCE派遣班の一覧 期間/人数

TEC-FORCE派遣のべ人数（近畿）

主な近畿TEC-FORCE活動地域
福岡県：福岡市（九州地整本局）
熊本県：熊本市、益城町、御船町、嘉島町、南阿蘇村、菊池市、大津町、合志市、

宇城市、甲佐町

主な活動地域

※数値はH28 5/13時点 速報値
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TEC-FORCEの活動状況（近畿）

人
数

近畿TEC-FORCE派遣人数推移

番号 班　名

1 先遣班　連絡調整班

2 被災状況調査班（道路）

3 被災状況調査班（道路）

4 被災状況調査班（道路）

5 被災状況調査班（港湾）

6 現地広報班

7 応急復旧班（照明車）

8 応急復旧班（照明車）

9 被災状況調査班（砂防）

10 被災状況調査班（砂防）

11 情報通信班（衛星通信車）

12 情報通信班（衛星通信車）

13 その他（救援物資輸送）

14 被災状況調査班（河川）

15 リエゾン（菊池市）

16 被災状況調査班（建築）

5/104/204/15 5/1

○近畿地整TEC-FORCE は4月15日から5月13日まで活動（30日間）
○最大47名のTEC-FORCE隊員が現地で活動（4月22日）

47名
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※数値はH28 5/13時点
速報値



○発災からおよそ4時間後（発災21時26分→出発翌1時30分）に先遣班および被災状況調査班が出発
○現地TEC-FORCE総合司令部に参画し、各班の活動状況を収集総括し、九州地整及び近畿地整へ

報告、現地との総合調整役として指揮
○大規模な余震が発生した際には、即座に各隊の安否確認を実施

先遣班 / 連絡調整班の活動

連絡調整班 活動の様子（九州地整本局）

番号 班 名
派遣
隊員
数

出発
日

帰還
日

日数
のべ人数
（人・日）

1 先遣班 連絡調整班 15 4/15 5/9 25 日間 94

活動概要
・九州地方整備局災害対策本部での連絡調整、各班の総括指揮
・現地状況をもとに、応援規模を立案
・各隊の健康状態、余震時の安否確認

第1陣本局出発 ４／１５ AM１：３０ 全国のTEC-FORCEが九州地整に集結 九州地整をはじめ他地整との打合せ
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被災状況調査班（道路）の活動

番号 班 名
派遣
隊員
数

出発日帰還日 日数
のべ人数
（人・日）

2 被災状況調査班（道路） 16 4/15 5/9 25 日間 100

3 被災状況調査班（道路） 16 4/16 5/9 24 日間 94

4 被災状況調査班（道路） 12 4/16 5/4 19 日間 76

現地調査状況（菊池市）

○熊本市、菊池市等をはじめ道路の被災状況調査を実施
○路面、橋梁、トンネル等の調査を実施、被災規模、復旧に向けた助言を実施
○近畿だけで280箇所以上の橋梁を調査、南阿蘇村の無人化施工箇所の現場管理を実施

トンネル調査状況（菊池市）

橋梁調査状況（菊池市）

活動概要
・熊本市、御船町、南阿蘇村、菊池市等での道路等の被災状況調査
・南阿蘇村R57阿蘇大橋無人化施工の現場管理

阿蘇大橋無人化施工管理（南阿蘇村）
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被災状況調査班（港湾）の活動

○臨海部の地盤の液状化、熊本港、八代港の港湾施設の損傷状況を調査
○保有船を用いて住民へ給水支援（約1,400人 約30,000ℓ）

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

5 被災状況調査班（港湾） 5 4/16 4/23 8 日間 35

給水支援（熊本港）

被災状況調査（臨港道路液状化現象 段差）被災状況調査（熊本港 夢咲島地区 レール
基礎の沈下状況）

活動概要
・船による給水活動支援
・熊本港、八代港の港湾施設の被災状況調査、

周辺の液状化状況の調査

被災状況調査（八代港 岸壁段差）
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広報撮影班の活動

○TEC-FORCE活動を詳細かつ確実に記録するため、現地へ写真撮影専属の隊員を派遣（近畿では
初の試み）

○各班の活動現場を巡り、活動状況を画像として記録し情報発信の基礎となる写真を収集

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

6 現地広報班 8 4/16 5/9 24 日間 48

現地の活動状況を記録（南阿蘇村）

大臣の視察状況を記録

菊池市との打合せを記録

菊池市へ調査報告を記録

活動概要
・広報用の写真として、各班の活動状況を記録
・大臣の視察、市長報告などイベントを記録
・近畿活動地域に関わらず、被害状況の全容を記録

現地で活動する隊員を記録（大津町）
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○近畿から照明車7台、衛星通信車2台、災害対策本部車2台、無人化施工が可能な分解型バックホ
ウ１台を派遣

○衛星通信車は崩落現場の映像伝送、南阿蘇村役場への映像提供を実施
○照明車は河川、道路の復旧工事の夜間照明、避難所、物資集配所の夜間照明等として活動

阿蘇大橋崩落箇所での衛星小型画像伝送装置
配備（南阿蘇村）

照明車活動（城南町高地区 緑川左岸復旧工事）

衛星通信により南阿蘇村役場へ映像の伝送
（南阿蘇村役場）

照明車活動（熊本総合運動公園で物資集
配活動支援）

照明車活動（益城町寺迫復旧工事）

災害対策機械の活動 応急復旧班（照明車） 情報通信班（衛星通信車）等
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番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

7 応急復旧班（照明車） 4 4/17 5/3 17 日間 22

8 応急復旧班（照明車） 7 4/18 5/3 16 日間 40

災害対策機械 派遣期間
災害対策本部車 ２台 4/16～5/10
照明車 ７台 4/17～5/3
衛星通信車 ２台 4/18～5/3
分解型バックホウ １台 4/18～待機中

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

11 情報通信班（衛星通信車） 3 4/18 5/3 16 日間 16

12 情報通信班（衛星通信車） 3 4/19 5/6 18 日間 18

災対本部車に搭載した物資の提供（菊の池体育館）

南阿蘇村 無人バックホウ遠隔操作状況
(中部地整)

○近畿から照明車7台、衛星通信車2台、災害対策本部車2台、無人化施工が可能な分解型バックホウ
１台を派遣

○災対本部車は隊員の作業スペース、物資輸送として活動

災害対策機械の活動 応急復旧班（照明車） 情報通信班（衛星通信車）等

分解型バックホウ運搬 全国から分解型バックホウが集結
（九州技術事務所）

災対本部車展開状況

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

7 応急復旧班（照明車） 4 4/17 5/3 17 日間 22

8 応急復旧班（照明車） 7 4/18 5/3 16 日間 40

災害対策機械 派遣期間
災害対策本部車 ２台 4/16～5/10
照明車 ７台 4/17～5/3
衛星通信車 ２台 4/18～5/3
分解型バックホウ １台 4/18～待機中
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番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

11 情報通信班（衛星通信車） 3 4/18 5/3 16 日間 16

12 情報通信班（衛星通信車） 3 4/19 5/6 18 日間 18



被災状況調査班（砂防）の活動

○熊本県、被災市町村からの要請を受け、被災市町村内の緊急度の高い土砂災害危険箇所を調査
○近隣住民からの情報を収集、地震前後の状況変化を確認し、安全性を評価

菊池市穴川地区の現地
調査

住民からの情報提供と住民ヒアリング
（菊池市）

菊池川支川ナメリ法面崩落箇所の現地調査 熊本市南区城南町の現地調査

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

9 被災状況調査班（砂防） 12 4/18 5/6 19 日間 76

10 被災状況調査班（砂防） 12 4/18 5/6 19 日間 76

活動概要
・菊池市、熊本市、大津町等の土砂災害発生状況調査

地割れ調査、土石流危険渓流箇所の調査
・土砂災害（特別）警戒区域の避難勧告解除に資する現地

調査

調査箇所
点検スケッチ
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その他（救援物資輸送）の活動

○港湾業務艇「はやたま」を用いて、支援物資を九州まで海上から輸送
○4月19日に和歌山下津港を出航し、松山港を経由し翌20日に別府港に到着

和歌山下津港

別府港

支援物資海上輸送ルート

松山港

<輸送物資>
飲料水 80箱(ペットボトル512本/960L)
ブルーシート 54枚
アルミシート 132枚
レスキューシュラフ 10枚
給水袋 20個
ポリタンク 18個
ウェットティシュ 15個
防災マット(マットレス) 8枚
タオル 120枚
ボディーペーパー 50袋
毛布 21枚
アルミ毛布 27枚
アルミ兼用シュラフ 10枚

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

13 その他（救援物資輸送） 2 4/19 4/21 3 日間 6
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物資運搬の様子 物資運搬の様子 物資運搬の様子

国土交通省
近畿地方整備局



被災状況調査班（河川）の活動

○地震により河川堤防をはじめ河川管理施設に多数の損傷が発生。出水期を前に、被害状況を早急
に把握する必要があることから調査を実施

○調査結果を被災自治体に対して解説・助言を行うことで、その後の迅速な災害復旧に貢献

調査状況（熊本市加瀬川左岸上流） 河川堤防の調査状況（矢形川浮島橋）

調査状況（嘉島町加勢川西無田橋左岸上流）

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

14 被災状況調査班（河川） 4 4/21 4/28 8 日間 32

調査状況（矢形川浮島橋）

活動概要
・熊本県上益城振興局を拠点として、熊本県内河川（緑川水系、白

川水系等） 河川管理施設の被災状況調査
20

国土交通省
近畿地方整備局

リエゾン（菊池市）の活動

○災害の情報収集、自治体からの支援要請を整備局に取りつぎ、調整する役割として、自治体等へ
現地情報連絡員（リエゾン）を派遣

○近畿からは菊池市へリエゾンを派遣し、現地TEC-FORCE隊員、九州地整災対本部との調整を実施

災害対策会議に出席（菊池市役所） 情報収集（菊池市役所） 菊池市役所 定例会議（菊池市役所）

菊池市長へ調査の結果を報告（菊池市役所）

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

15 リエゾン（菊池市） 6 4/22 5/13 22 日間 44

活動概要
・熊本県菊池市の災害対策本部とTEC-FORCE隊との連絡調整役

として活動
・自治体のニーズを把握し、さまざまな支援機関との調整を実施

21

国土交通省
近畿地方整備局



被災状況調査班（建築）の活動

○熊本県内を中心に多数の家屋被害が生じ、応急危険度判定の支援要請を受け隊員を派遣
○近畿からは4名を派遣し、２班に分かれて１４７家屋の危険度を判定

危険度判定の調査状況（熊本市）

調査結果を掲示（熊本市）

調査結果を説明するTEC-FORCE隊員家屋調査状況（熊本市）

活動概要
・熊本市における家屋等の応急危険度判定

番号 班　名

派遣

隊員

数

出発

日

帰還

日
日数

のべ人数

（人・日）

16 被災状況調査班（建築） 4 4/22 4/26 5 日間 20

22

国土交通省
近畿地方整備局

近畿地方整備局 支援対策本部の活動

○近畿地方整備局は発災の情報を受け、４月１４日２２：１０支援対策本部を設置

○24時間体制で現地へ派遣する隊員調整、装備品、宿泊、移動手段の手配、派遣元事務所との連絡
調整等、後方支援として活動

○広報室を設置し、記者発表、TEC-FORCE通信等の発行による情報発信

支援対策本部の様子 出発式の様子

記者クラブへの近畿地整のTEC-
FORCE活動状況説明

記者発表、活動通信発行による情報公開

活動概要
○総括指揮室（総括班、総務班、リエゾン支援班）

・総括班：全体総括、派遣隊員の人選、人員整理、本省との
調整、各部・各事務所との連絡調整、DiMAPSによる情
報提供

・総務班：隊員の宿泊手配、車両管理、装備品手配
○TEC-FORCE総合司令部

・現地連絡調整班の連絡窓口、各班の活動状況収集、
現地活動における問題、隊員要請等の処理

○広報室
・記者発表、マスコミ対応、TEC-FORCE活動通信発行

現地撮影写真の整理

帰還式の様子

23

国土交通省
近畿地方整備局



○統合災害情報システム（DiMAPS）を用いて、現地の被災状
況、復旧状況等、様々な情報を地図上に集約、統合しWebに
て公開

○防災関係機関との情報共有、国民へのリアルタイムの情報
提供等、様々な場面で活用

DiMAPSによる被災情報提供

DiMAPS 熊本地震 表示イメージ

24

国土交通省
近畿地方整備局

安倍総理大臣 TEC-FORCE激励

宮内政務官 TEC-FORCE激励

石井国土交通大臣 TEC-FORCE激励

安倍総理大臣コメント（抜粋）
余震が続き、危険が伴うこともあると思いますが、しっかりと

地域の住民を守るために大きな貢献をしていただいた事に感
謝を申し上げ、そして敬意を表したいと思います

皆様方が今までに培った経験と知恵を活かして、しっかりと
地域の皆さんの要望に、願いに応えていっていただきたいと
思います

TEC-FORCE激励・感謝

市民の声（抜粋）
余震が続いていたので道を通るのが怖かったのですが、

調べてもらうと安心します
地崩れが山の中にあるようだが、この年齢になると、なかな

か調べに入れない。 今日みたいに調べに来てくれると助か
るし、安心もできる

25

国土交通省
近畿地方整備局

熊本県知事コメント（抜粋）
地震直後、全国からたくさんの方々集まってくださって、

TEC-FORCEより熊本県が協力をうけ、このような立派な報告
をいただき、誠にありがとうございます

そして、地理的にも不安な所に、全国から来られて、困難な
状況の中、このような仕事をしかも短期間にやって頂いたこと
に、県民を代表して心から、みなさんに感謝を申し上げたい

菊池市長コメント（抜粋）
今回の地震では、被災後すぐに現場に入って活動していた

だきありがたかった。専門家の目で危険箇所を確認して頂く
ということは、私どもだけでは出来ないことであり、本当に助
けになりました

報告いただいた点検結果について内容を精査し対応を図っ
て行きたいと思います。この度は休日返上で対応して頂き心
より感謝申し上げます

菊池市長へ調査結果説明・報告

熊本県知事へ調査結果説明・報告

住民への聞き込み、情報提供



２．平成28年度近畿地方整備局の予算
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近畿地方整備局の組織・体制

福井県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫
県・奈良県・和歌山県の区域を管轄

※ 三重県の淀川水系に係る区域は、近畿地整備局の管轄
※ 福井県の港湾・空港関係業務は、北陸地整備局の管轄

管内33事務所

27

技官 事務官

1,427名

844名

全職員

2,271名

H27.7.1現在



近畿地方整備局の業務内容

＜河川＞
◎河川等の行政監督、直轄河川の整備・

管理、砂防、地すべり防止施設、河川
整備計画、洪水予報、水防警報 等

◎直轄河川：近畿管内の一級河川10水
系（淀川、大和川等）、管理延長約
900km

近畿地方整備局は、河川、道路、港湾、公園、営繕等のインフラ整備と管理を所掌

＜道路＞
◎道路の行政監督、直轄国道の整備・管

理、共同溝の整備、道路整備等長期計
画、直轄国道の環境対策及び交通安
全対策 等

◎直轄国道：近畿管内の23路線、管理延
長約1,900km（国道1号、25号等）

＜港湾＞
◎港湾の整備、航路の整備及び管理、

海洋汚染の防除、港湾内の海岸の整
備及び管理 等

◎近畿の港湾：国際戦略港湾 2港（大阪
港、神戸港）、国際拠点港湾 3港、重
要港湾 5港、地方港湾 52港

＜公園＞
◎国営公園の整備及び管理 等
◎近畿の国営公園：淀川河川公園、

国営飛鳥・平城宮整歴史公園、
国営明石海峡公園

＜営繕＞
◎行政機関の営繕工事の企画及び立

案、設計、積算、監督及び検査 等
◎主な事業：国立国際美術館、大阪中

之島合同庁舎、京都迎賓館、堺地方
合同庁舎等

＜都市・住宅・まちづくり＞
◎ 土地区画整理事業の施行、指導、監督及

び助成、まちづくり事業、街路事業、古都
保存に関する計画・調査・調整及び事業
の助成、下水道事業の指導、監督及び助
成、住宅整備事業の指導、監督及び助成
等

＜防災＞
◎国土交通省は、国の防災関係機関の

一つとして、災害の防止・軽減、災害発
生時時の応急対策、二次災害発生の
防止など、防災業務を担当

28

＜建設産業・不動産業＞
◎建設業等の許可、指導及び監督、宅

地建物取引業の免許及び監督、マン
ション管理業及び不動産鑑定業の登
録及び監督、地価の公示等宅地開発
事業の指導及び監督等

近畿地方整備局の主要な課題

経済成長を支える重要交通インフラの戦略的な整備

南海トラフ巨大地震への対応と防災・減災対策

社会資本の老朽化に対応した戦略的な維持管理・更新

観光振興への支援

公共事業の円滑な施工確保

・ミッシングリンクの解消による広域道路ネットワークの構築
・大阪湾周辺の環状道路ネットワークの整備
・国際コンテナ戦略港湾「阪神港」におけるハード・ソフト一体となった施策

・南海トラフ巨大地震に対する応急活動と戦略的に推進する対策の計画策定
・水害・土砂災害対策等の防災・減災対策

・インフラ長寿命化計画の策定と戦略的な維持管理・更新
・自治体への技術支援

・社会資本の整備・管理を通じた観光振興への支援
・インフラツーリズム

・公共工事における不調・不落への対応
・技術者・技能労働者等の高齢化と若年入職者の減少への対応 29
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（年度）

当初 補正

9.5

社会資本整備事業特別会計の廃
止に伴う経理上の変更分
（6,167億円）を含む

減額補正
（執行停止
分）

(兆円)
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14年間で、イギリスは約3倍・

アメリカは約2倍となる一方、

日本は半減

イギリス

アメリカ

フランス

ドイツ

日本

310.0

194.9

157.1

105.0

50.0

（％）

（暦年）
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1.6

（注：国と地方公共団体の行う社会資本の新設、改良等。公営企業が行うものは含まれない。また、用地費、補償費は含まれない。）

出典：OECD・National Accounts、米国商務省・National Economic Accounts
・平成１７年の英国のIgについては、英国原子燃料会社（BNFL）の資産・債務の中央政府への
承継(約145億ポンド)の影響を除いている。

出典：OECD・National Accounts
・平成１７年の英国のIgについては、英国原子燃料会社（BNFL）の資産・債務の中央政府への
承継(約145億ポンド)の影響を除いている。
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一般政府公的固定資本形成の推移

平成８年を100とした割合 ＧＤＰに占める割合

○日本の公共投資が減る中、欧米は公共投資を増加

○我が国の一般政府公的固定資本形成（注）の対ＧＤＰ比は欧米諸国と同等の水準



直轄 2,990 （億円）【事業費】

平成28年度当初予算

補助及び交付金 6,786（億円）【国費】

32

平成２８年度近畿地方整備局の予算

治水
663

官庁営繕 67

海岸 22

道路整備
1,781

港湾整備
338

都市水環境 58

国営公園等 62
道路整備

118

港湾整備
13

住宅対策
261

市街地整備
27

社会資本
総合整備

2,658

治水
167

防災・安全
交付金
3,542

空港整備 0.5

33

平成２８年度近畿地方整備局の主な新規事業・完了事業・開通予定



３．品質の確保に向けた法改正

34

建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､

地域経済・雇用を支え､災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手

として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。

○（社）仙台建設業協会
3月11日地震直後より避難所の緊急耐震診断等を実施。
同日午後6時には若林区の道路啓開作業を開始。

作業後

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋事故
（2007年米ミネソタ州）】（出典：MN/DOT)

香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラス橋）
の落橋（２００７年）

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

建設産業の役割

現下の建設産業を取り巻く環境

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題。

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、現場の
技能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。

建設産業の役割と課題

35



品確法と建設業法・入契法の一体的改正（担い手３法の改正）について

建設業法の改正(H27.4.1施行)
(担い手育成・確保の責務はH26.6.4から、解体工事業は公布から2年以内に施行)

入契法の改正(H26.9.20一部施行、H27.4.1全面施行)

■ダンピング対策の強化
■契約の適正な履行(=公共工事の適正な施工)を確保 ■建設工事の担い手の育成・確保

■適正な施工体制確保の徹底

適正化指針（H26.9.30閣議決定）

品確法の基本理念を実現するため必要となる基本的・具体的措置を規定

■基本理念の追加：将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保、ダンピング防止等

■発注者の責務（基本理念に配慮して発注関係事務を実施）を明確化
■事業の特性等に応じて選択できる多様な入札契約方式の導入・活用を位置づけ、行き過ぎた価格競争を是正

品確法の改正 (H26.6.4施行)品確法の改正 (H26.6.4施行)

基本方針(H26.9.30閣議決定)

運用指針(H27.1.30関係省庁申合せ)

インフラ等の品質確保とその担い手確保を実現するため、公共工事の基本となる「品確法
※１

」を中心に、密接に関連する「入契法
※２

」、「建設
業法」も一体として改正。（全会一致で可決・成立。H26.6.4公布）

＜目的＞ 公共工事の品質確保の促進

＜目的＞ 公共工事の入札契約の適正化
＜目的＞ 建設工事の適正な施工確保と建設業の健全な発達

基本理念を実現するため

※１：公共工事の品質確保の促進に関する法律、※２：公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

○公共工事の品質確保とその担い手の確保のために講ずべき施策を広く規定
○国、地方公共団体等は、基本方針に従って措置を講ずる努力義務

○発注者が、自らの発注体制や地域の実情等に応じて、発注関係事務を適切かつ
効率的に運用するための共通の指針

【通知 H26.10.22】

【要請通知 H26.10.22】

○ダンピング対策の強化、歩切りの根絶、適切な設計変更の実施等について明記
○発注者は、適正化指針に従って措置を講ずる努力義務

建設業法施行令の一部改正（H26.9.19公布、H27.4.1施行）
○技術検定の不正受検者に対する措置の強化 等

建設業法施行規則の一部改正（H26.10.31公布、H27.4.1施行）

○経営事項審査で若手技術者等の確保状況や機械保有の状況等を評価 等
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公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律

○ダンピング受注、行き過ぎた価格競争 ○現場の担い手不足、若年入職者減少
○発注者のマンパワー不足 ○地域の維持管理体制への懸念 ○受発注者の負担増大

＜目的＞インフラの品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保

＜背景＞

☆ 改正のポイントⅠ：目的と基本理念の追加

○目的に、以下を追加

・現在及び将来の公共工事の品質確保 ・公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成・確保の促進

○基本理念として、以下を追加

・施工技術の維持向上とそれを有する者の中長期的な育成・確保 ・適切な点検・診断・維持・修繕等の維持管理の実施

・災害対応を含む地域維持の担い手確保へ配慮 ・ダンピング受注の防止

・下請契約を含む請負契約の適正化と公共工事に従事する者の賃金、安全衛生等の労働環境改善

・技術者能力の資格による評価等による調査設計(点検・診断を含む)の品質確保 等

☆ 改正のポイントⅡ：発注者責務の明確化

○担い手の中長期的な育成・確保のための適正な利潤が確保できるよう、

市場における労務、資材等の取引価格、施工の実態等を的確に反映した

予定価格の適正な設定

○不調、不落の場合等における見積り徴収

○低入札価格調査基準や最低制限価格の設定

○計画的な発注、適切な工期設定、適切な設計変更 ○発注者間の連携の推進 等

・最新単価や実態を反映した予定価格
・歩切りの根絶
・ダンピング受注の防止 等

各発注者が基本理念にのっとり発注を実
施

効
果
効
果

☆ 改正のポイントⅢ：多様な入札契約制度の導入・活用

○技術提案交渉方式 →民間のノウハウを活用、実際に必要とされる価格での契約
○段階的選抜方式（新規参加が不当に阻害されないように配慮しつつ行う） →受発注者の事務負担軽減
○地域社会資本の維持管理に資する方式（複数年契約、一括発注、共同受注）→地元に明るい中小業者等による安定受注
○若手技術者・技能者の育成・確保や機械保有、災害時の体制等を審査・評価

法改正の理念を現場で実現するために、 ○国と地方公共団体が相互に緊密な連携を図りながら協力

○国が地方公共団体、事業者等の意見を聴いて発注者共通の運用指針を策定

H26.4.4
参議院本会議可決（全会一致）
H26.5.29
衆議院本会議可決（全会一致）
H26.6.4
公布・施行
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公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針
改正の概要（平成２６年９月３０日閣議決定）

品確法基本方針とは：品確法（※）に基づき、政府が作成。（現行の方針はH17閣議決定）
発注関係事務に関する事項だけでなく、公共工事の品質確保とその担い手の確保のために講ずべき施策を広く規定
国、地方公共団体等は、基本方針に従って措置を講ずる努力義務

公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成・確保のため、発注者責務の拡大や多様な入札契約制度の導入・
活用等を規定する品確法の改正法が成立

改正のポイント
Ⅰ．各発注者が取り組むべき事項を追加
○発注者の責務

・担い手育成・確保のための適正な利潤が確保できるような予定価格の適正な設定（歩切りの禁止、見積りの活用等）
・ダンピング受注の防止（低入札価格調査基準又は最低制限価格の適切な設定）
・計画的な発注、適切な工期設定及び設計変更（債務負担行為の活用等による発注・施工時期の平準化等） 等

○多様な入札契約方式の導入・活用
・技術提案・交渉方式、段階的選抜方式、地域における社会資本の維持管理に資する方式等の活用

（※）公共工事の品質確保の促進に関する法律

（品確法基本方針）

Ⅲ．その他国として講ずべき施策を追加
・公共事業労務費調査の適切な実施と実勢を反映した公共工事設計労務単価の適切な設定
・中長期的な担い手育成・確保の観点から適正な予定価格を定めるための積算基準の検討
・調査及び設計の品質確保に向けた資格制度の確立
・発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）の策定及びそのフォローアップ、地方公共団体への支援 等

○上記のうち、発注関係事務の運用については、「運用指針」において、発注関係事務の各段階で考慮すべき
事項や多様な入札契約方式の選択・活用について体系的かつわかりやすく示す予定。

○運用指針は、地方公共団体、事業者等の意見を聴き、年内目途に策定予定。

Ⅱ．受注者の責務に関する事項を追加
○受注者による技術者、技能労働者等の育成・確保や賃金、安全衛生等の労働環境の改善等が適切に行われるよう、
・技能労働者の適切な賃金水準確保や社会保険等への加入徹底等についての要請の実施
・教育訓練機能の充実強化や土木・建築を含むキャリア教育・職業教育の促進、女性も働きやすい現場環境の整備等
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発注関係事務の適切かつ効率的な実施により、地域のインフラ維持、災害への迅速な対応、担い手の育成・確保を実現

・地域における社会資本を支える企業を確保する方式を選択･活用

多様な入札契約方式の選択・活用
・一時的な事業量の増加や技術的難易度の高い工事への対応
のため、発注者を支援する方式を選択・活用
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「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」について（概要）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 の主なポイント

運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成

各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ

国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

予定価格の設定に当たっては、適正な利潤を確保することがで

きるよう、市場における労務及び資材等の取引価格、施工の実

態等を的確に反映した積算を行う。積算に当たっては、適正な工

期を前提とし、最新の積算基準を適用する。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度又は最低

制限価格制度の適切な活用を徹底する。予定価格は、原則として事

後公表とする。

歩切りは、公共工事の品質確保の促進に関する法律第７条第１項

第１号の規定に違反すること等から、これを行わない。

入札に付しても入札者又は落札者がなかった場合等、標準積算と現

場の施工実態の乖離が想定される場合は、見積りを活用すること

により予定価格を適切に見直す。

債務負担行為の積極的な活用や年度当初からの予算執行の徹底な

ど予算執行上の工夫や、余裕期間の設定といった契約上の工夫等

を行うとともに、週休２日の確保等による不稼働日等を踏まえた

適切な工期を設定の上、発注・施工時期等の平準化を図る。

必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において施工状況の確

認及び評価を実施する。

各発注者は受注者からの協議等について、速やかかつ適切な回答

に努める。設計変更の手続の迅速化等を目的として、発注者と受

注者双方の関係者が一堂に会し、設計変更の妥当性の審議及び工

事の中止等の協議・審議等を行う会議を、必要に応じて開催する。

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関係事務の実施

状況等を把握するとともに、各発注者は必要な連携や調整を行

い、支援を必要とする市町村等の発注者は、地域発注者協議会等

を通じて、国や都道府県の支援を求める。

必ず実施すべき事項 実施に努める事項

施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない等の場合、適切

に設計図書の変更及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工

期の適切な変更を行う。

① 予定価格の適正な設定

② 歩切りの根絶

③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の徹底等

④ 適切な設計変更

⑦ 発注や施工時期の平準化

⑧ 見積りの活用

⑩ 完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価

⑨ 受注者との情報共有、協議の迅速化

各発注者は、工事の性格や地域の実情等に応じて、多様な入札契約

方式の中から適切な入札契約方式を選択し、又は組み合わせて適用

する。

⑥ 工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活用

⑤ 発注者間の連携体制の構築
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42公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（適正化指針）
改正の概要（平成２６年９月３０日閣議決定）

適正化指針とは：入契法（※１）に基づき、国土交通大臣・総務大臣・財務大臣が案を作成し、閣議決定。
発注者（国、地方公共団体、特殊法人等）は、適正化指針に従って措置を講ずる努力義務
上記３大臣は、各発注者に措置の状況の報告を求め、その概要を公表
国土交通大臣及び財務大臣は各省各庁の長に対し、国土交通大臣及び総務大臣は地方公共団体に対し、特に必要と認められる措置

を講ずべきことを要請

ダンピング防止を入札契約適正化の柱として追加する入契法の改正法が成立
予定価格の適正な設定、ダンピング防止、適切な設計変更等を発注者責務として規定する品確法（※２）の改正法が成立

改正のポイント
Ⅰ．ダンピング対策の強化

低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用の徹底を求める

Ⅱ．歩切りの根絶
歩切りについて、品確法に違反する旨を明記

Ⅲ．適切な契約変更の実施
追加・変更工事が必要な場合における書面による変更契約の締結や、必要な費用・工期の変更について、これを行わない場
合、建設業法に違反するおそれがある旨を明記し、改めてその適切な実施を求める

Ⅳ．社会保険等未加入業者の排除
元請業者については競争参加資格審査等により、下請業者については建設業許可行政庁への通報等により、社会保険等未加
入業者の排除を求める

Ⅴ．談合防止策の強化
予定価格作成を入札書提出後とする等、職員に対する不当な働きかけ等が発生しにくい入札契約手続の導入を追記

○低入札価格調査制度等を未導入の地方公共団体に対し、その導入等を要請

○歩切りについては調査を実施し、疑わしい地方公共団体等に個別に説明聴取。必要に応じ個別発注者名を公
表すること等により、改善を促進

適正化指針改正後の運用強化（案）

（※１）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

（※２）公共工事の品質確保の促進に関する法律
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４．社会資本のメンテナンスに関する取り組み
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笹子トンネル (天井板落下)事故の概要

○事故原因（複合的な原因）
・アンカーボルトの接着不足
・風圧荷重が予想以上であった
・アンカーボルトの劣化
・１２年間ボルトが未点検
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荒廃するアメリカ
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荒廃するアメリカ
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【１．道路インフラを取り巻く現状】 【２．国土交通省の取組みと目指すべき方向性】

○全橋梁約７０万橋のうち約５０万橋が市町村道

（１）メンテナンスサイクルを確定（道路管理者の義務の明確化） （２）メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築

[点検]

[診断]

[措置]

[記録]

[予算]  

[技術]

（１）道路インフラの現状 （２）老朽化対策の課題
○直轄維持修繕予算は最近10年間で２割減少

○町の約５割、村の約７割で橋梁保全業務に

携わっている土木技術者が存在しない

○地方公共団体では、遠望目視による点検も
多く点検の質に課題

本格的にメンテナンスサイクルを回すための取組みに着手

○インフラ長寿命化基本計画の策定【H25.11】

『インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議』

⇒ インフラ長寿命化計画（行動計画）の策定へ

最低限のルール・基準が確立していない メンテナンスサイクルを回す仕組みがない

○高速道路更新事業の財源確保 （通常国会に法改正案提出）

○点検、修繕予算は最優先で確保

○複数年にわたり集中的に実施する大規模修繕・更新に対して
支援する補助制度

各道路管理者の責任で以下のメンテナンスサイクルを実施

○統一的な尺度で健全度の判定区分を設定し、診断を実施

○橋梁（約７０万橋）・トンネル（約１万本）等は、国が定める統一的な

基準により、５年に１度、近接目視による全数監視を実施

○舗装、照明柱等は適切な更新年数を設定し点検・更新を実施

○点検・診断の結果に基づき計画的に修繕を実施し、必要な修繕が
できない場合は、通行規制・通行止め

○利用状況を踏まえ、橋梁等を集約化・撤去

○適切な措置を講じない地方公共団体には国が勧告・指示

○重大事故等の原因究明、再発防止策を検討する『道路インフラ安全
委員会』を設置

○点検・診断・措置の結果をとりまとめ、評価・公表（見える化）

（省令・告示：Ｈ２６.３.３１公布、同年７.１施行予定）

（高速）

（直轄）

（地方）

[体制]

○道路法改正【H25.6】

・点検基準の法定化
・国による修繕等代行制度創設

①メンテナンスサイクルを確定 ②メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築

【３．具体的な取組み】

○都道府県ごとに『道路メンテナンス会議』を設置

○メンテナンス業務の地域一括発注や複数年契約を実施

○社会的に影響の大きな路線の施設等について、国の職員等から構成
される『道路メンテナンス技術集団』による『直轄診断』を実施

○重要性、緊急性の高い橋梁等は、必要に応じて、国や高速会社等が
点検や修繕等を代行（跨道橋等）

○地方公共団体の職員・民間企業の社員も対象とした研修の充実

○点検業務・修繕工事の適正な積算基準を設定

○点検・診断の知識・技能・実務経験を有する技術者確保のための
資格制度

○産学官によるメンテナンス技術の戦略的な技術開発を推進

（２）目指すべき方向性（３）現状の総括（２つの根本的課題）

[国民の
理解・協働] ○老朽化の現状や対策について、国民の理解と協働の取組みを推進

（１）メンテナンス元年の取組み

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず

ることが望ましい状態

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊

急に措置を講ずべき状態

○地方公共団体管理橋梁では、最近５年間で
通行規制等が２倍以上に増加

○一部の構造物で老朽化による変状が顕在化

メンテナンスサイクルを持続的に回す以下の仕組みを構築

産学官のリソース（予算・人材・技術）を全て投入し、総力をあげて本格的なメンテナンスサイクルを始動【道路メンテナンス総力戦】

『道路インフラ健診』

道路の老朽化対策の本格実施に関する提言 概要
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近畿地方整備局では、一般国道23路線の総延長約1,957kmを管理しています。

近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題
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路線別管理延長 （平成27年12月1日現在）



（平成27年12月1日現在）

近畿地方整備局では、管内の橋長2m以上の道路橋4,904橋を

管理しています。

近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題
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近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題
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府県別道路延長と10㎞当たり橋梁数



近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題

近畿地方整備局が管理する道路橋（4,500橋）のうち、全体の約４割にあたる1,700橋余りが、

1970年までに建設されました。

58

近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題

近畿地方整備局管内において建設後50年を超える橋梁数の全管理橋梁数に占める割合

は、現在の30%から20年後には約63%まで急激に増加します。

架設から50年経過する橋梁割合の推移架設から50年経過する橋梁割合（現在）
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近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題

◆橋種別橋梁数

橋梁の現況（橋梁種別）

注）混合橋とは1橋に複数の橋種（鋼橋、RC橋、PC橋）が含まれるものをいう。その他とは、前記の橋種以外のもの。

60

橋種別延長の分布橋種別橋梁数の分布

近畿地方整備局管内の橋梁の現状と課題

◆架設後50年を超える橋梁

国道1号 桜宮橋
単純鋼リベットアーチ橋

1930年完成 供用年数83年

腐食

架設後50年を越える橋が現在も活躍していますが、老朽化や車両の大型化による橋へ

の負荷などの諸要因により、腐食、亀裂、ひび割れなどの損傷が発生しています。

国道1号 鳥羽大橋
6径間連続ＲＣアーチ橋

1934年完成 供用年数79年

ひびわれ（床版） 亀裂

国道42号 天田橋
鋼リベットトラス橋
1955年完成 供用年数58年
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平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁

取扱注意

平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁

取扱注意
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平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁
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平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁
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平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁
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平成26年度点検 判定区分Ⅳ橋梁
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長寿命化修繕計画
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長寿命化修繕計画

◆「長寿命化修繕計画」の策定方針
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長寿命化修繕計画
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長寿命化修繕計画



道路メンテナンス会議

各メンテナンス会議の
会議資料ページへリンク

点検結果のホームページ掲載

72

５．ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの推進
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近畿地方整備局
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（兆円） （千業者、万人）

（年度）出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成24年度まで実績、25年度・26年度は見込み、27年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
27年度は約48兆円となる見通し（ピーク時から約42％減）。

○ 建設業者数（26年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（27年平均）は500万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

就業者数ピーク時比
▲27.01%

500万人
（27年平均）

473千業者
（26年度末）

許可業者数ピーク時比
▲21.3%

建設投資
48.5兆円

建設投資ピーク時比
▲42.3％

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

74

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

近畿地方整備局

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 500万人（H27） ▲185万人（▲27%）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 32万人（H27 ） ▲ 9万人（▲22%）

○技能労働者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H27） ▲124万人（▲27%）

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

655 663
670
685
662 657653

505 500

632 618
604

584
568 559

588
604
619
640

552

537
517
498
502 503499
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建設業就業者の減少



近畿地方整備局

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成26年と比較して55歳以上が約4万人減少、29歳以下は同程度（平成27年）

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

76

建設業就業者の高齢化の進行

近畿地方整備局

年齢階層別の技能労働者数（平成26年）
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2.7万人

13.5万人

20.2万人

29.0万人

39.8万人

47.2万人

37.8万人

34.4万人

37.8万人

39.1万人

39.8万人

0 10 20 30 40 50

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～

(年齢)

(万人)

若年入職者の確保・定着
が喫緊の課題

１０年後には大半が引退

生産年齢人口推計

・H26年 ７，７８０万人
・H30年 ７，４５８万人
・H35年 ７，１３６万人

出典：
国立社会保障・人口問題研究
所

▲９％

建設技能労働者数について



近畿地方整備局

78

建設業における離職状況（３年以上の就労している割合）

近畿地方整備局

79

若手・中堅の建設技能労働者が離職する原因

(％)

8.2
5.0

1.7
2.4

12.2
18.7

28.9
36.3
37.8

44.3
57.7

0 20 40 60 80 

不明

その他

家族や知人の反対

仕事内容の単調さ

仕事量減少への不安

社会保険等福利の未整備

職業イメージの悪さ

作業環境の厳しさ

休日の少なさ

仕事のきつさ

収入の低さ

若手の建設技能労働者が入職しない原因

8.7
5.1

2.2
12.7

15.9
18.3
19.5

32.4
33.9

41.6
64.7

0 20 40 60 80 

不明

その他

仕事内容の単調さ

職業イメージの悪さ

若手減少による意欲低下

仕事量減少への不安

社会保障等福利の未整備

休日の少なさ

作業環境の厳しさ

仕事のきつさ

収入の低さ

若手・中堅の建設技能労働者が離職する原因

出所：建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関する調査報告書」（平成19年3月）



近畿地方整備局

80

※「６職種」とは、型枠工(土木)、型枠工(建築)、左官、とび工、鉄筋工(土木)、鉄筋工(建築)をいう。
※調査対象は建設業法上の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を雇用する建設業者のうち全国約3,000者（うち有効回答者数1,738(H27.6の
場合)）
※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数数

過不足率＝（（②ー③）/（①＋②））×１００

不足

過剰

出典：労働需給調査（国土交通省）

建設技能労働者過不足率の６職種の推移

ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎについて（11/24大臣会見資料より）

一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善
建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど魅力ある建設現場に
死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上

□規格の標準化
• 寸法等の規格の標準化された

部材の拡大

□施工時期の平準化
•２ヶ年国債の適正な設定等により、
年間を通じた工事件数の平準化

プロセス全体の最適化へ

プロセス全体の最適化

今こそ生産性向上のチャンス

労働力過剰を背景とした生産性の低迷
• バブル崩壊後、建設投資が労働者の減少を上回って、ほぼ一貫して労働力過

剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られてきた。

生産性向上が遅れている土工等の建設現場
• ダムやトンネルなどは、約３０年間で生産性を最大１０倍に向上。一方、土工や

コンクリート工などは、改善の余地が残っている。（土工とコンクリート工で直轄
工事の全技能労働者の約４割が占める）（生産性は、対米比で約８割）

依然として多い建設現場の労働災害
• 全産業と比べて、２倍の死傷事故率（年間労働者の約0.5%（全産業約0.25%））

予想される労働力不足
• 技能労働者約340万人のうち、約110万人の高齢者が10年間で離職の予想

• 労働力過剰時代から労働力不足時代への変化が起こると予想されている。
• 建設業界の世間からの評価が回復および安定的な経営環境が実現し始めている今こそ、抜本的な生産性向上に取り組む大きなチャンス

□ＩＣＴ技術の全面的な活用
• 調査・設計から施工・検査、さらには維持管

理・更新までの全てのプロセスにおいてICT
技術を導入

従来 ： 施工段階の一部
今後 ： 調査・設計から施工・検査、さらには維持管理・更新まで

i-Constructionの目指すもの

81

i-Constructionの取り組み概要 i-Constructionの取り組み

受発注者間の
コミュニケーション

による施工の円滑化



近畿地方整備局
i-Constructionの推進<現場の課題①>

労働力過剰を背景とした生産性の低迷
バブル崩壊後、建設投資が労働者減少を上回り、ほぼ一貫して労働力過剰と
なり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られてきた。

生産性向上が遅れている土工等建設現場
トンネルは、約50年間で生産性を最大10倍に向上。土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ
工は、改善の余地。

土工とｺﾝｸﾘｰﾄ工で
直轄工事の全技能
労働者の約4割。

依然として多い建設現場の労働災害
全産業と比べて、2倍の死傷事故率（年間労働者の約0.5%（全産
業約0.25%））

予想される労働力不足
技能労働者約340万人のうち、約110万人の高齢者が10年間で離
職の予想労働力過剰を背景とした生産性の低迷

82

ＩＣＴ技術の全面的な活用（土工）の概要 ICT施工技術の活用推進

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計
図面との差分から、
施工量（切り土、盛
り土量）を自動算
出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセン

サーなどが付され、ネットワークにつながる状態の
こと。

３次元設計データ等
を通信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査
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【機密性２】
規格の標準化（コンクリート工）

84

鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

○効率的な工法による省力化、工期短縮（施工）

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

クレーンで設置

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

中詰めコン打設

©大林組

©三井住友建設

従来方法

現場打ちの効率化

ラーメン構造の高架橋の例

プレキャストの進化

【機密性２】
施工時期の平準化

〇 年度当初に事業が少なくなることや、年度末における工事完成時期が過度に集中することを避け、
債務負担行為の活用などにより、施工時期を平準化する。

〇 地域発注者協議会を通じて、国や地方公共団体等の発注機関が協働して平準化を推進。必要に応
じて入札契約適正化法等を活用して国から地方公共団体に平準化を要請。

○ 長期的な平準化を視野に入れた発注に関するマネジメントを実施。

閑散期 繁忙期

国・地方公共団体における月別出来高工事量の推移

〇２カ年国債の活用
H27-28：約200億、H28-29：約700億

〇国土交通省所管事業において、平準化に向けた計画的
な事業執行を推進するよう通知（H27.12.25）

〇国の取組も参考に、平準化を推進するよう、総務省とも
連携して、自治体に通知（H28.2.17）

発注年度 翌年度

発
注 工事

契
約

発注年度 翌年度

発
注 工事

契
約

発注年度で事業を終えなければならないという
既成概念の打破

無理に年度内完了とせず、必要な工期を確保

※２カ年国債等の活用

年度内に完了させる
ため、人材・機材を
無理（集中）して投
入

適正工期を確保
し、人材・機材
投入を平準化
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近畿地方整備局

i-Construction 近畿地整 の取り組み①

全国統一取り組み：３本柱に → Plus 1

ＩＣＴ技術の全面
的な活用

規格の標準化 施工時期の平準
化

受発注者間の
コミュニケーション

による施工の円滑化

＋

現状現状

＜受注者との情報共有、協議等の迅速化＞

○ ワンデーレスポンスの徹底
・H21年度より全ての工事で実施

○ 工事施工調整会議（三者会議）の開催
・H21年度より原則１億円以上の工事で実施

○ 設計変更審査会の開催
・H22年度から全ての工事で実施

○ ＡＳＰの導入活用
・H23年度から習熟期間の試行として実施

・H27年度から情報提供システム（ASP）活用が一般化
・工事積算においては共通仮設費（技術管理費）の率に

＋

＜全ての受注者が取り組める
現場での生産性の向上策＞

協議の遅れが進捗・円滑化の妨げに
↓

受発注者が常々コミュニケーション出
来れば、協議も進む

↓
打合せを定例的に開催

○ 工事進捗定例会議の開催
（原則週１回）
・H27.12.14事務連絡発出

さらなる取組さらなる取組

【近畿地整独自】
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近畿地方整備局

i-Construction 近畿地整 の取り組み②

①職員等向けの説明会
1)監督検査関係（対象：職員及び現場技術員）
2)積算関係

②研修
新技術・情報化施工研修（ドローン等を活用）

③業団体等への説明会
・建設業協会（近畿各府県）
・日本建設業連合会 関西支部
・日本建設機械施工協会 関西支部
・日本道路建設業協会 関西支部
・建設コンサルタンツ協会 近畿支部
・全国測量設計業協会連合会（近畿各府県）

④現場見学会
関係職員、自治体職員、技術員を対象とした情報化施工現場での見学会

⑤工場見学会
関係職員を対象とした情報化施工対応建設機械の工場における現場見学会

⑥資料提供
近畿地整内部会議及び外部会議における「ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」工事の情報提供

近畿地整における取り組み
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近畿地方整備局

近畿ブロックi-Construction推進連絡調整会議（H28.3.22設立）の最初の取り組みとなる現
場見学会を３月２５日（金）に開催しました。
本見学会は、地域の建設業者に「i-Construction」の主旨を理解していただくと共に、ＩＣＴ

技術の現場での積極的な活用促進を図ることを目的に、兵庫県建設業協会に参画する企業経営者
に対象としたＩＣＴ建設機械の実機見学会を開催しました。
参加者からは、ＩＣＴ建設機械の費用について不安があるとの意見があったものの、ＩＣＴ建

設機械による施工を積極的に使いたいとの声も多く出されました。

【開催日時】 平成２８年３月２５日（金） １３時～１７時
【会 場】 西尾レントオール(株) 西日本テクノヤード（兵庫県神戸市西区櫨谷町松本217-47）
【主 催】 （一社）兵庫県建設業協会
【共 催】 （一社）日本建設機械施工協会 関西支部、近畿地方整備局
【開催内容】 ①国土交通省の取り組み説明、②ＩＣＴ建設機械見学、③意見交換
【参加人数】 ３４名（兵庫県建設業協会）、4名（マスコミ）、３名（近畿地整）、16名（日本建設機械施工協会）

国土交通省の取り組み説明

ドローンの
活用事例

紹介

開会挨拶

（一社）兵庫県建設業協会

川嶋会長

ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固
め管理技術（タイヤ

ローラ）

ＭＣブルドーザ技術

ＭＣモータグレーダ技術

ＭＧバックホウ技術

88

i-Construction 近畿地整 の取り組み③

ICT活用工事【土工】

ICT活用工事【土工】の実施方針

89

ICT施工技術の活用推進

建設生産プロセスの下記①～⑤の全ての段階においてICTを全面的に活用する工事であり、
入札公告・説明書と特記仕様書に明示することで対象工事とする。

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理

⑤ ３次元データの納品 ※「ICT活用工事」において、①～⑤の一連の施工を行うことを「ICT活用施工」という。

（１）対象工種
１）河川土工、砂防土工、海岸土工（ﾚﾍﾞﾙ2工種）・・・掘削工、盛土工、法面整形工
２）道路土工（ﾚﾍﾞﾙ2工種）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工

（２）対象工事
・土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

（３）発注方式
１）発注者指定型

発注者の指定によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ＩＣＴ活用工事積算要領」により、
必要な経費を当初設計で計上する。

２）施工者希望型
受注者の希望によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ICT活用工事積算要領」により、

必要な経費を設計変更にて計上する。
このうち、土工量が一定以上の工事は、総合評価落札方式において「ICT活用施工」を評価項目とする。
ⅰ）総合評価で評価項目とする → 総合評価段階で希望（提案）する → 施工者希望Ⅰ型

※（特例措置）入札は従来施工の費用 → 希望（提案）業者が受注した場合、契約締結後に必要な経費を変更計上する。

ⅱ）総合評価で評価項目としない → 契約後に希望（協議）する → 施工者希望Ⅱ型



監督・検査
河川土工 道路土工 施工管理

空中写真測量（無人航空機）
による起工測量

測量 － ○ ○ ①、②、③、⑧

レーザースキャナーによる起
工測量

測量 － ○ ○ ④、⑤

３次元マシンコントロール（ブ
ルドーザ）技術
３次元マシンガイダンス
（ブルドーザ）技術

まきだし
敷均し
掘削
整形

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ○ ○

３次元マシンコントロール
（バックホウ）技術
３次元マシンガイダンス（バッ
クホウ）技術

掘削
整形

ﾊﾞｯｸﾎｳ ○ ○

空中写真測量（無人航空機）
による出来形管理技術（土
工）

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ①、②、③、⑧

レーザースキャナーによる出
来形管理技術（土工）

出来形計測
出来形管理

－ ○ ○ ④、⑤

TS・GNSSによる締固め
管理技術

締固め回数
管理

ﾛｰﾗｰ
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

○ ○ ⑥、⑦

【要領一覧】　　　 ①空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
②空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
③無人飛行機の飛行に関する許可・承認の審査要領
④レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑤レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
⑥TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領
⑦TS・GNSSを用いた盛土の締固めの監督・検査要領
⑧UAVを用いた公共測量マニュアル（案）

段階

3次元測量

技術名

ＩＣＴ建設機械
による施工

3次元出来形
管理等の
施工管理

対象作業 建設機械
適用工種

備考

【凡例】　○：適用可能、　△：一部適用可能、　－：適用外

ICT活用工事【土工】の実施方針 ICT施工技術の活用推進

（４）活用可能なICT技術
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ICT活用工事【土工】の実施方針 ICT施工技術の活用促進

【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

91

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

土工量
1,000m3以上

「ICT活用工事」
に設定

Yes

No

予定価格が
３億円以上

土工量
20,000m3以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

No ICT建設機械
の施工

No

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）機械施工経費のみ
変更計上する

Yes

従来施工

《①～⑤の

全面活用を希望
しなかった場合》

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階におい
てICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

ICT建設機械の施工等、自主的な活用
は妨げない。（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ対象外）
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ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成まで

i-C
onstruction

積
算

工
事
契
約

⑦
３
Ｄ
元
設
計
デ
ー
タ
作
成

⑩
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
設
機
械
に
よ
る
施
工

⑪
３
次
元
出
来
形
管
理

⑫
３
次
元
デ
ー
タ
の
納
品

①
発
注
方
式
の
選
択

⑤
施
工
計
画
書

④
設
計
変
更
審
査
会
等

④
施
工
協
議

⑥
測
量

工
事
変
更
契
約

設
計
変
更
審
査
会
等

工
事
変
更
契
約

⑬
完
成
検
査

ス
タ
ー
ト

施
工
者
希
望
型

②
積
算

標
準
積
算

発
注
者
指
定
型

工
事
発
注

見
積
り
提
出

⑤
３
Ｄ
施
工
範
囲
協
議

測
量
成
果
簿
取
り
纏
め

⑧
３
Ｄ
設
計
デ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
作
成

⑨
３
Ｄ
設
計
デ
ー
タ
に
基
づ
く
数
量
算
出

設
計
図
書
の
照
査

３
Ｄ
出
来
形
管
理
資
料

出
来
形

出
来
高

③
条
件
明
示

設
計
変
更
審
査
会
等

３
Ｄ
起
工
測
量

基
準
点
・
評
定
点
・
検
証
点
設
置

⑬
検
査
職
員⑤

監
督
職
員

３
Ｄ
設
計
図
書
等
無

３
Ｄ
設
計
図
書
等
有

新たに導入する15の新基準及び積算基準

名称 新規 改訂 本文参照先（URL）

調
査
・測
量
、
設
計

１ ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） ○
http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/
index.html

２ 電子納品要領（工事及び設計） ○
http://www.cals-ed.go.jp/cri_point/
http://www.cals-ed.go.jp/cri_guideline/

３ 3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む） ○
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bunya/cals/
des.html

施
工

４ ICTの全面的な活用の実施方針 ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124407.p
df

５ 土木工事施工管理基準（案）（出来形管理基準及び規格値） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou/p
df/280330kouji_sekoukanrikijun01.pdf

６
土木工事数量算出要領（案）（施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）を含
む）

○ ○

http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/them
e2/sr/suryo.htm
http://www.mlit.go.jp/common/001124406.p
df

７ 土木工事共通仕様書 施工管理関係書類（帳票：出来形合否判定総括表） ○
http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/f
orm/index.html

８ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124402.p
df

９ レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124404.p
df

検
査

１
０

地方整備局土木工事検査技術基準（案） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.ht
ml

１
１

既済部分検査技術基準（案）及び同解説 ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.ht
ml

１
２

部分払における出来高取扱方法（案） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.ht
ml

１
３

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124403.p
df

１
４

レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124405.p
df

１
５

工事成績評定要領の運用について ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.ht
ml

積算基
準

ＩＣＴ活用工事積算要領（施工パッケージ型積算方式） ○
http://www.mlit.go.jp/common/001124408.p
df 93


